
情
報
な
ど
9
大
柱
産
業
振
興
計
画
が
相

次
い
で
発
表
さ
れ
て
き
た
よ
う
に
、
今
後

も
更
な
る
景
気
対
策
が
追
加
さ
れ
る
こ
と

が
期
待
さ
れ
る
。

こ
う
し
た
期
待
感
を
裏
付
け
る
の
は
温

家
宝
首
相
の
1
月
9
日
江
蘇
省
視
察
の

際
の
発
言
で
あ
る
。
温
首
相
は
3
月
に

開
幕
す
る
全
国
政
治
協
商
会
議（
政
協
）

や
全
国
人
民
代
表
大
会（
全
人
代
）の
前

に
、
引
き
続
い
て
新
た
な
景
気
対
策
を

打
ち
出
す
方
針
を
明
ら
か
に
し
た（
時
事

通
信
）。
政
府
関
係
筋
は
、
2
0
0
9

年
内
に
刺
激
策
の
規
模
は
4
兆
元
か
ら

10
兆
元
ま
で
拡
大
す
る
可
能
性
も
あ
る

と
い
う
見
解
を
示
し
て
い
る（
週
刊
ダ
イ

ヤ
モ
ン
ド
、
08
年
12
月
13
日
）。
　

内
需
拡
大
の
た
め
の
10
大
措
置
の
中

身
の
う
ち
、
最
も
重
視
さ
れ
る
の
は
財
政

支
出
政
策
で
あ
り
、
そ
の
投
資
対
象
に

は
低
所
得
者
層
向
け
分
譲
・
賃
貸
住
宅

建
設
、
農
村
イ
ン
フ
ラ
建
設
、
交
通
イ

ン
フ
ラ
建
設
、
医
療
文
化
教
育
、
生
態

環
境
建
設
、
産
業
構
造
調
整
、
そ
し
て

地
震
復
興
支
援
な
ど
が
含
ま
れ
る
。
財

政
支
出
政
策
は
社
会
全
体
に
利
益
を
も

た
ら
す
も
の
で
あ
り
、
民
間
の
投
資
を
刺

激
し
、
雇
用
創
出
に
貢
献
し
、
短
期
的

に
景
気
刺
激
を
促
す
効
果
が
期
待
さ
れ

る
。な

お
、
今
般
の
10
大
措
置
は
必
要
な

投
資
計
画
を
極
力
前
倒
し
で
推
進
す
る

趣
旨
で
行
わ
れ
る
も
の
で
、
既
存
の
事

業
や
中
長
期
計
画
と
し
て
認
め
ら
れ
る

事
業
な
ど
も
含
ん
で
い
る
。
そ
の
た
め
、

4
兆
元
の
う
ち
、
新
た
に
追
加
さ
れ
る
も

の
は
そ
の
約
半
分
の
2
兆
元
に
相
当
す
る

と
思
わ
れ
、
思
っ
た
ほ
ど
大
き
く
な
い
金

額
で
あ
る
。
ま
た
、
中
央
政
府
が
負
担

す
る
資
金
は
約
1
兆
元
程
度
で
、
残
り

の
部
分
は
地
方
政
府
に
よ
り
賄
わ
れ
る
。

新
た
な
景
気
対
策
に
期
待

今
回
の
4
兆
元
の
投
資
は
緊
急
措
置

に
す
ぎ
ず
、
一
連
の
内
需
拡
大
策
の
重

要
な
一
環
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
も

の
で
あ
ろ
う
。
鋼
鉄
、
自
動
車
、
造
船
、

石
油
化
学
、
紡
績
、
装
備
産
業
、
電
子

4 兆元の資金調達の内訳

宋海剛（Song Haigang）
北陸先端科学技術大学院大学（JAIST)博士。
中国建設銀行に勤めた後日本に留学。
2007 年より野村綜研（上海）公共戦略グループ所属。
専門領域は、財務管理、産業集積論と知識経営。
趣味は読書と映画鑑賞。

と
今回は1回目の「中国内需拡大策の出動背景」に続き、その

実施方法と主要な特徴を分析する。

野村綜研（上海）諮詢有限公司
 上海市淮海中路1045号淮海国際広場9F
 （021）5465-9980　  （021）5465-9981
 北京市海淀区中関村科学院南院2号融科資訊中心Ａ座６Ｆ
 （010）6250-9868　  （010）8286-1789
 http://www.nri.com.cn

「4 兆元」投資の内訳

出所）中国改革発展委員会、人民日報など。NRI 上海が整理・作成

４兆元の内需拡大策の主要な領域と施策

・施策の内容は多岐にわたるが、景気刺激策として最も速効が期待されるの
はインフラ投資であり、その投資総額は1.8兆元にのぼる。実施項目の重み
付けとしては、医療・文化教育事業、生態環境建設、自主開発と構造調整な
どの項目より、交通インフラや農村インフラ、低所得者対策や企業負担軽減
などの弱者救済のほうに重点が置かれている。
・地域別に見ても、地方政府による提案は、主に「農民工」の主な供給地で
ある重慶市、四川省、湖南省など内陸・南西部と、輸出企業の集積する広東省、
江蘇省、上海市など沿岸･中南部に集中している。これはまさに今般の施策
が企業倒産や雇用悪化の食い止めを最優先にしていることを物語っている。

インフラ建設 民生事業 企業救済

金融政策 ― ― 金融緩和、融資の総
量規制の撤廃

減税政策 ― 低所得者層の収入の
引き上げ 増値税改革

財政政策
農村インフラ建設
社会インフラ建設
生態・環境の建設

低所得者層向け住宅
医療 ･ 文化教育事業

地震復興
産業構造の調整

主要な領域

主要な施策
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